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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第53期
第３四半期連結
会計期間

第52期

会計期間
自平成21年３月１日
至平成21年11月30日

自平成21年９月１日
至平成21年11月30日

自平成20年３月１日
至平成21年２月28日

売上高（千円） 4,664,821 1,580,372 6,766,967

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
6,266 △8,874 △382,120

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△47,167 △22,737 △203,650

純資産額（千円） －　 1,345,476 1,356,871

総資産額（千円） －　 7,526,049 6,944,894

１株当たり純資産額（円） －　 311.75 314.39

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）

（円）
△10.93 △5.27 △47.19

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） －　 17.9 19.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
53,168 －　 154,481

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△52,390 －　 △355,844

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
196,671 －　 118,780

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－　 656,138 457,518

従業員数（人） －　 310 308

　　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年11月30日現在

従業員数（人）  310 (172)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載して

おります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年11月30日現在

従業員数（人） 234 (150)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載し　　てお

ります。

　

EDINET提出書類

株式会社日本色材工業研究所(E01040)

四半期報告書

 3/28



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

化粧品事業（千円） 1,498,456

医薬品その他事業（千円） 105,997

合計（千円） 1,604,453

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

化粧品事業 1,676,374 1,437,647

医薬品その他事業 173,010 202,143

合計 1,849,385 1,639,791

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

化粧品事業（千円） 1,471,976

医薬品その他事業（千円） 108,396

合計（千円） 1,580,372

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

金額（千円） 割合（％）

ELGC㈱ 229,564 14.5
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものです。

(1) 経営成績の分析

① 当第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、財政拡大や金融緩和などの景気対策に下支えされ、徐々に景気

回復の兆しは見えてきたものの、依然、雇用不安や個人消費の低迷を払拭するには至っておらず、デフレ長期化の様

相が鮮明になってまいりました。

　このような経済情勢のなか、わが国化粧品業界においても、買い控え等による個人消費の低迷や化粧品メーカーに

よる新製品・リニューアル製品の発売延期などの要因により販売実績が低調に推移するとともに、商品の低価格化

傾向が一段と顕著になってまいりました。

　こうした厳しい事業環境ではありましたが、当社は、売上の拡大を目指し当社の強みである製品開発力と技術力を

活かした提案型営業をグローバルに展開し、国内外の化粧品メーカーや製薬会社等異業種参入企業などへの販路拡

大に努めてまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は4,664百万円、営業利益は94百万円、経常利益は6

百万円となり、「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用によりたな卸資産評価損38百万円を特別損失に計上し

たことにより四半期純損失は47百万円となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（化粧品事業）

　低調な個人消費マインドを背景に、国内の化粧品売上高は減少し前年同期を下回る水準となりました。なかでも、

ＵＶ製品の売上は、需要期における天候不順の影響も災いし、前年同期と比べ低調に推移いたしました。一方、フラ

ンス子会社の化粧品事業は、当社国際営業部との連携営業が奏効し、化粧水やマスカラなどの受注が増加したこと

により前年同期を上回る売上を計上いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は4,204百万円、営業利益は493百万円となりまし

た。

　

（医薬品その他事業）

　フランス子会社でおこなっている医薬品その他事業は、長期化する欧州経済の低迷と個人消費マインドの冷え込

みを背景に、主力の水虫治療薬や口腔洗浄剤の売上が大幅に減少したことを主因に低調に推移しました。しかしな

がら、利益面では、昨年度実施した不良債権処理や人員整理など一連の収益改善策が奏効し、前年同期と比べ営業損

失は縮小いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は460百万円、営業損失は44百万円となりました。
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　所在地別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（日本）

　国内の化粧品事業は、個人消費マインドの冷え込み、化粧品メーカーによる新製品・リニューアル製品の発売延期

などの影響を受け、売上は前年同期を下回る水準となりました。

　減収要因の一つとして、国内百貨店における海外ブランド化粧品売上が低調であったこと、需要期において天候が

不順であったこと、ならびに急激な円高により価格競争力が低下したことなどの複合的な要因が重なり、とくに海

外化粧品メーカー向けＵＶ製品の売上が減少したことが大きく影響したことがあげられます。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は3,999百万円、営業利益は517百万円となりました。な

お、日本では、医薬品その他事業はおこなっておりません。

　

（仏国）

　主力の医薬品その他事業は、欧州経済の減退に起因する個人消費マインドの冷え込みと在庫調整の進展により、主

力の水虫治療薬と口腔洗浄剤の売上が大幅に減少しましたが、利益面では、昨年度実施した不良債権処理や人員整

理などが奏効し、営業損失は前年同期に比べ縮小いたしました。

　一方、化粧品事業は、当社国際営業部との連携営業が奏効し、化粧水やマスカラなどの受注が増加したことにより、

前年同期を上回る売上を計上いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は717百万円、営業損失は73百万円となりました。

　

② 当第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）

　当第３四半期連結会計期間における経済環境は、財政拡大や金融緩和などの景気対策に下支えされ景気回復の動

意はみられるものの、先行き不透明感が払拭できないなか、依然、個人消費マインドは低調に推移してまいりまし

た。

　このような経済情勢のなか、当第３四半期連結会計期間における当社グループの業績は、海外化粧品メーカーへの

アプローチや製薬会社等異業種参入企業への販路拡大に積極的に取り組んできたことが奏効し、売上及び利益とも

に、当第２四半期連結会計期間の実績を上回る結果となり徐々に回復の兆しが見えてまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は1,580百万円、営業利益は25百万円、経常損失は8百万

円、四半期純損失は22百万円となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（化粧品事業）

　化粧品事業は、海外化粧品メーカーからのマスカラ・ＵＶ製品の受注増や異業種参入企業からの新規受注により、

当社業績は当第２四半期連結会計期間の実績を上回る結果となりました。一方、フランス子会社でも、積極的なグ

ループ連携営業が奏効し、マスカラと化粧水の大口受注を獲得したことにより、当第２四半期連結会計期間の実績

を上回る結果となりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は1,471百万円、営業利益は149百万円となりました。

　

（医薬品その他事業）

　医薬品その他事業は、長期化する欧州経済の停滞により依然個人消費マインドが冷え切っていることに加え、顧客

取引先による在庫調整の進展により、売上は当第２四半期連結会計期間よりもさらに減少いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は108百万円、営業損失は10百万円となりました。

　

　所在地別セグメントの業績は、以下のとおりです。

（日本）

　日本の当第３四半期連結会計期間の業績は、依然として、消費マインドの冷え込みと顧客企業の在庫調整の進展や

新製品・リニューアル製品の発売延期など大変厳しい市場環境下ではありましたが、一部海外化粧品メーカーから

の受注復活や異業種参入企業からの新規受注獲得等の営業努力により、徐々に回復の兆しが見えてまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は1,355百万円、営業利益は160百万円となりました。

　

（仏国）

　仏国の当第３四半期連結会計期間の業績は、水虫治療薬や口腔洗浄剤の落ち込みを化粧水とマスカラの受注増加

によりカバーしたため、売上減少幅をできるだけ最小限にとどめることができました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高は242百万円、営業損失は21百万円となりました。
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(2) 財政状態の状況

（流動資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、3,548百万円（前連結会計年度末は2,834百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ713百万円増加いたしました。これは主に現金及び預金が198百万円、受取手形及び売掛

金が415百万円、たな卸資産が104百万円増加したことによるものであります。

（固定資産）

　当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、3,977百万円（前連結会計年度末は4,110百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ132百万円減少いたしました。これは主に有形固定資産が103百万円減少したことによ

るものであります。

（流動負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、4,168百万円（前連結会計年度末は3,428百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ740百万円増加いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が287百万円、短期借入金

が542百万円増加した一方、１年内償還予定の社債が190百万円減少したことによるものであります。

（固定負債）

　当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、2,011百万円（前連結会計年度末は2,159百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ147百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が473百万円減少した一方、社債が

350百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、1,345百万円（前連結会計年度末は1,356百万円）となり、

前連結会計年度末に比べ11百万円減少いたしました。これは主に四半期純損失47百万円を計上したものの、有価証

券の評価差額や為替の換算差額等が35百万円増加したことによるものであります。この結果、自己資本比率は、

17.9％（前連結会計年度末は19.5％）となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は656百万円となり、第２四

半期連結会計期間末に比べ187百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は、41百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失10百万円、売上債

権の増加額231百万円、たな卸資産の増加額162百万円等による減少と、減価償却費78百万円、仕入債務の増加額290

百万円等による増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は、14百万円となりました。これは主に生産効率をあげるための機械装置等の買替え

によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、123百万円となりました。これは主に長期借入れによる収入450百万円と長期借入

金の返済による支出488百万円、社債の償還による支出70百万円によるものであります。

　　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(5) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、106百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,000,000

計 13,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年１月14日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 4,318,444 4,318,444
ジャスダック証券

取引所

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は1,000株で

あります。

計 4,318,444 4,318,444 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年９月１日～

 平成21年11月30日
－ 4,318,444 － 552,749 － 781,854

 

（５）【大株主の状況】

     　 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま　　

　　

　　　　せん。　
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（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

　　記載することができないことから、直前の基準日（平成21年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

　　ります。　

①【発行済株式】

　 平成21年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　

普通株式      2,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,309,000 4,309 －

単元未満株式
普通株式　    7,444　

　
－

一単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 4,318,444 － －

総株主の議決権 － 4,309 －

 

②【自己株式等】　

平成21年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）　 　 　 　 　 　

株式会社日本色材工業

研究所

東京都港区三田

5-3-13
2,000 － 2,000 0.0

計 － 2,000 － 2,000 0.0

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 202 230 200 210 219 235 224 225 230

最低（円） 175 185 190 188 200 210 205 215 210

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平

成21年11月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 914,861 716,552

受取手形及び売掛金 1,466,669 1,051,349

たな卸資産 ※1
 1,013,377

※1
 908,385

その他 154,771 169,315

貸倒引当金 △1,238 △10,722

流動資産合計 3,548,441 2,834,881

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 1,369,510

※2
 1,433,996

機械装置及び運搬具（純額） ※2
 417,983

※2
 439,657

土地 1,327,716 1,328,473

その他（純額） ※2
 65,151

※2
 82,165

有形固定資産合計 3,180,362 3,284,292

無形固定資産 205,143 198,265

投資その他の資産

投資有価証券 161,150 143,800

その他 488,945 535,658

貸倒引当金 △57,993 △52,003

投資その他の資産合計 592,101 627,455

固定資産合計 3,977,607 4,110,013

資産合計 7,526,049 6,944,894

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,057,605 769,761

短期借入金 ※4
 2,410,460

※4，※5
 1,867,832

1年内償還予定の社債 100,000 290,000

未払法人税等 11,279 185

偶発損失引当金 3,224 11,807

その他 586,124 488,703

流動負債合計 4,168,694 3,428,290

固定負債

社債 350,000 －

長期借入金 ※4
 1,287,761

※4
 1,761,417

退職給付引当金 135,239 133,368

役員退職慰労引当金 172,910 215,550

その他 65,967 49,396

固定負債合計 2,011,878 2,159,732

負債合計 6,180,573 5,588,023
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 552,749 552,749

資本剰余金 781,854 862,847

利益剰余金 △17,405 △51,230

自己株式 △1,436 △1,436

株主資本合計 1,315,761 1,362,928

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16,579 5,138

繰延ヘッジ損益 △13,059 △20,842

為替換算調整勘定 26,194 9,645

評価・換算差額等合計 29,714 △6,057

純資産合計 1,345,476 1,356,871

負債純資産合計 7,526,049 6,944,894
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 4,664,821

売上原価 3,883,170

売上総利益 781,651

販売費及び一般管理費 ※
 687,323

営業利益 94,328

営業外収益

受取利息 648

受取配当金 3,834

為替差益 2,625

その他 14,700

営業外収益合計 21,808

営業外費用

支払利息 86,953

社債発行費 9,500

その他 13,416

営業外費用合計 109,870

経常利益 6,266

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,834

過年度固定資産除却損修正益 2,469

その他 464

特別利益合計 5,768

特別損失

固定資産除却損 10,699

投資有価証券評価損 1,152

たな卸資産評価損 38,295

特別損失合計 50,146

税金等調整前四半期純損失（△） △38,112

法人税、住民税及び事業税 9,114

法人税等調整額 △59

法人税等合計 9,054

四半期純損失（△） △47,167
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 1,580,372

売上原価 1,341,014

売上総利益 239,358

販売費及び一般管理費 ※
 213,994

営業利益 25,363

営業外収益

受取利息 179

受取配当金 64

その他 4,054

営業外収益合計 4,297

営業外費用

支払利息 28,962

為替差損 876

その他 8,696

営業外費用合計 38,535

経常損失（△） △8,874

特別利益

その他 7

特別利益合計 7

特別損失

固定資産除却損 234

投資有価証券評価損 1,152

特別損失合計 1,386

税金等調整前四半期純損失（△） △10,253

法人税、住民税及び事業税 5,307

法人税等調整額 7,177

法人税等合計 12,484

四半期純損失（△） △22,737
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △38,112

減価償却費 227,971

偶発損失引当金の増減額（△は減少） △8,734

退職給付引当金の増減額（△は減少） △563

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △42,640

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,157

受取利息及び受取配当金 △4,482

支払利息 86,953

社債発行費 9,500

投資有価証券評価損益（△は益） 1,152

固定資産除却損 10,699

売上債権の増減額（△は増加） △410,066

たな卸資産の増減額（△は増加） △100,624

仕入債務の増減額（△は減少） 282,620

未払消費税等の増減額（△は減少） 33,979

その他の流動負債の増減額（△は減少） 72,318

その他 55,276

小計 170,089

利息及び配当金の受取額 4,668

利息の支払額 △120,871

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △718

営業活動によるキャッシュ・フロー 53,168

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △259,500

定期預金の払戻による収入 259,500

有形固定資産の取得による支出 △45,556

無形固定資産の取得による支出 △6,834

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,390

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 422,217

長期借入れによる収入 650,000

長期借入金の返済による支出 △1,003,245

社債の発行による収入 490,500

社債の償還による支出 △340,000

リース債務の返済による支出 △22,800

財務活動によるキャッシュ・フロー 196,671

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,170

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 198,619

現金及び現金同等物の期首残高 457,518

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 656,138
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

１．会計処理基準に関する事

項の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、製品、半製品及び仕掛

品については総平均法による原価法、原

材料については月別総平均法による原価

法によっておりましたが、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日公表分）が適用されたこ

とに伴い、製品、半製品及び仕掛品につい

ては総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）、原材料については月

別総平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しておりま

す。

　これにより、当第３四半期連結累計期間

の営業利益及び経常利益は12,340千円減

少し、税金等調整前四半期純損失は

50,636千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

　　

 (2) 「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用

　第１四半期連結会計期間より「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、

連結決算上必要な修正を行っておりま

す。

　これによる当第３四半期連結累計期間

の損益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

１．棚卸資産の評価方法

 

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四

半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法に

よっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、

収益性の低下が明らかなものについての

み、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。

　

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められる場合に、前連結会計年度

末において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっ

ております。 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を９年として

おりましたが、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20

年度の法人税法改正に伴い、耐用年数を見直した結果、第１

四半期連結会計期間より８年に変更しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経

常利益は7,622千円減少し、税金等調整前四半期純損失は、

7,622千円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年11月30日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

※１．たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

 製品 128,915千円

 半製品 338,414 

 仕掛品 64,454 

 原材料及び貯蔵品 481,592 

 　計 1,013,377 

※１．たな卸資産の内訳は下記のとおりであります。

 製品 149,590千円

 半製品 344,651 

 仕掛品 47,669 

 原材料及び貯蔵品 366,473 

 　計 908,385 

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、5,716,345千円で

あります。

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、5,493,131千円で

あります。 

　３．　　　　　　 ────── 　３．受取手形割引高  205,889千円

※４．シンジケーション方式によるタームローン契約

　平成17年９月30日契約、平成18年９月29日契約及び

平成19年９月28日契約のシンジケーション方式によ

るタームローン契約につきましては、下記の財務制限

条項が付されております。

①各年度の決算期の末日における貸借対照表（連

結・単体ベースの両方）の純資産の部の金額を

契約締結日の直前会計期間末日における純資産

の部の金額の80％以上に維持すること（但し、北

茨城の物件に関する減損会計にもとづく損失控

除額は組み戻すものとする）。

②各年度の決算期における損益計算書（連結・単

体ベースの両方）の経常損益につき、２期連続し

て損失を計上しないこと。

※４．シンジケーション方式によるタームローン契約

　平成17年９月30日契約、平成18年９月29日契約及び

平成19年９月28日契約のシンジケーション方式によ

るタームローン契約につきましては、下記の財務制限

条項が付されております。

①各年度の決算期の末日における貸借対照表（連

結・単体ベースの両方）の純資産の部の金額を

契約締結日の直前会計期間末日における純資産

の部の金額の80％以上に維持すること（但し、北

茨城の物件に関する減損会計にもとづく損失控

除額は組み戻すものとする）。

②各年度の決算期における損益計算書（連結・単

体ベースの両方）の経常損益につき、２期連続し

て損失を計上しないこと。

　

　なお、当該タームローン契約の定める財務制限条

項には抵触しておりません。
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当第３四半期連結会計期間末
（平成21年11月30日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

　５．　　　　　　 ──────

　

　

※５．シンジケーション方式によるコミットメントライン

契約

　当社は資金調達の機動性と安定性の確保及び調達手

段の多様化を目的として取引銀行３行とシンジケー

ション方式によるコミットメントライン契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントラインの総額 850,000千円

借入実行残高 850,000

差引額 －

　

（注）財務制限条項

　本契約につきましては、下記の財務制限条項が

付されております。

①各年度の決算期の末日における貸借対照表

（連結ベース）の純資産の部の金額を平成20

年２月決算期末日における純資産の部の金額

の80％以上に維持すること（但し、各決算につ

き、北茨城の物件に関する減損会計にもとづく

損失控除額および平成21年２月の決算につき、

借入人の子会社の特別損失として計上された

損失額は組み戻すものとする）。

②各年度の決算期の末日における貸借対照表

（単体ベース）の純資産の部の金額を平成20

年２月決算期末日における純資産の部の金額

の80％以上に維持すること（但し、各決算につ

き、北茨城の物件に関する減損会計にもとづく

損失控除額は組み戻すものとする）。

③各年度の決算期における損益計算書（連結

ベース）の経常損益につき、金400,000,000円

を超える損失を計上しないこと。

④各年度の決算期における損益計算書（単体

ベース）の経常損益につき、損失を計上しない

こと。

　

　なお、平成21年２月期末日においては、損益計

算書（単体ベース）の経常損失の発生により

当該コミットメントライン契約に定める財務

制限条項に一部抵触しておりましたが、平成21

年４月24日に取引銀行３行と財務制限条項の

うち、上記④を「各年度の決算期における損益

計算書（単体ベース）の経常損益につき、金

150,000,000円を超える損失を計上しないこ

と」に、平成20年９月26日の契約時点に遡って

変更する変更契約書を締結したことにより、平

成21年２月期末日における財務制限条項への

抵触状態は解消されております。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 101,981千円

給与手当 160,731　

従業員賞与 42,156 

退職給付費用 14,106　

支払手数料 91,983　

貸倒引当金繰入額 4,525 

 

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

　　

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 29,430千円

給与手当 56,144　

従業員賞与 13,865 

退職給付費用 4,034　

支払手数料 30,424　

貸倒引当金繰入額 145 

 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年11月30日現在）　

現金及び預金勘定 914,861千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △257,500 

別段預金 △1,223 

現金及び現金同等物 656,138 
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　

平成21年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,318,444株 　

  

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,599株 　

  

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

  

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

  

５．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成21年５月28日開催の定時株主総会における資本準備金の額の減少及び剰余金処分決議に基づき、

資本準備金をその他資本剰余金に振替後、その他資本剰余金を繰越利益剰余金の欠損填補に充当したため、当

第３四半期連結累計期間において、資本剰余金が80,992千円減少し、利益剰余金が80,992千円増加しておりま

す。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）

 
化粧品事業
（千円）

医薬品その他
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 1,471,976108,3961,580,372 － 1,580,372

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,471,976108,3961,580,372 － 1,580,372

営業利益又は損失（△は損失） 149,750△10,824 138,925(113,561) 25,363

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年３月１日　至平成21年11月30日）

 
化粧品事業
（千円）

医薬品その他
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 4,204,167460,6544,664,821 － 4,664,821

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 4,204,167460,6544,664,821 － 4,664,821

営業利益又は損失（△は損失） 493,665△44,061 449,603(355,275) 94,328

　（注）１．事業区分の方法……製品の種類別区分によっております。

２．各区分に属する主な製品名称

(1）化粧品事業…………ファンデーション、アイシャドー、チーク、口紅、リップクリーム、美容乳液、日焼け止

め等

(2）医薬品その他事業…水虫治療薬、薬用歯磨き、口腔洗浄剤、耳洗浄剤、衛生製品等

３．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は化粧品事業において12,340千円減少

しております。

４．追加情報　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置については、従来、耐用年数を９年としておりましたが、減価償

却資産の耐用年数等に関する平成20年度の法人税法改正に伴い、耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会

計期間より８年に変更しております。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は化粧品事業におい

て7,622千円減少しております。

　

EDINET提出書類

株式会社日本色材工業研究所(E01040)

四半期報告書

23/28



【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）

 日本（千円） 仏国（千円） 計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 1,337,881242,4911,580,372 － 1,580,372

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
17,969 － 17,969 (17,969) －

計 1,355,850242,4911,598,341(17,969) 1,580,372

営業利益又は損失（△は損失） 160,252△21,191 139,061(113,697) 25,363

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年３月１日　至平成21年11月30日）

 日本（千円） 仏国（千円） 計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 3,947,692717,1294,664,821 － 4,664,821

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
51,342 － 51,342 (51,342) －

計 3,999,034717,1294,716,164(51,342) 4,664,821

営業利益又は損失（△は損失） 517,361△73,330 444,030(349,702) 94,328

　（注）１．国又は地域の区分の方法……製造工場所在地によっております。

２．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．(1) に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を

適用しております。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は日本において12,340千円減少してお

ります。　

３．追加情報　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、当社の機械装置については、従来、耐用年数を９年としておりましたが、減価償

却資産の耐用年数等に関する平成20年度の法人税法改正に伴い、耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会

計期間より８年に変更しております。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は日本において7,622

千円減少しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成21年９月１日　至平成21年11月30日）

 欧州 その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 249,805 41,025 290,831

Ⅱ．連結売上高（千円） － － 1,580,372

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 15.8 2.6 18.4

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年３月１日　至平成21年11月30日）

 欧州 その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（千円） 724,443 125,840 850,284

Ⅱ．連結売上高（千円） － － 4,664,821

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 15.5 2.7 18.2

　（注）１．国又は地域の区分の方法…………地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）欧州：フランス、イタリア、英国、ギリシャ、ドイツ、ベルギー、ポーランド、スイス、オランダ

(2）その他の地域：北米、中国、香港、韓国、台湾、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年11月30日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 311.75円 １株当たり純資産額 314.39円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額 10.93円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 5.27円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

四半期純損失（千円） 47,167 22,737

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 47,167 22,737

期中平均株式数（株） 4,315,845 4,315,845

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年１月14日

株式会社日本色材工業研究所

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 川村　　博　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 城戸　和弘　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　功幸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本色材工

業研究所の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日か

ら平成21年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本色材工業研究所及び連結子会社の平成21年11月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　2. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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